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研究成果の概要（和文）： 

この研究は、出産意図に対しある要因が不十分である場合、代替的選択肢で置き換えれば

出産意図は大きくなりうるかについて行ったものである。結果として、夫の家事（育児）協

力については代替的選択肢で有意な結果が得られた。その他、妻の精神的・肉体的負担の軽

減に関しては、代替的選択肢はもちろん現実的な選択肢も有意に強く影響する。世帯収入で

は代替的選択肢の有無にかかわらず、出産・子育て費用に見合うだけ現実的に得られなけれ

ば、出産意図に有意に影響を与えることはできない。部屋数については、現実的選択肢での

み有意に必要とされるという知見が得られた。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This study examines factors influencing the choice to have a child. The research found 

that childbirth intent is greatly affected when alternative support regarding child-care 

is made available. For example, results pointed favorably towards a greater intent if 

the husband is cooperative in domestic duties such as housework and child-rearing.  In 

addition, the alternative support in domestic duties and childcare can be seen to reduce 

the physical and mental burden on the wife, and thus favorably contribute to childbirth 

intent.  Regarding the issue of household income, if a financial base was in place, the 

presence of alternative support in child-rearing was not a significant factor.  Finally, 

when household size was realistically conducive to child-rearing, realistic support 

options appeared to factor into the intent to have a child..  
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１．研究開始当初の背景 

出生率に影響を及ぼす要因は，（１） 外面的

要因と（２） 内面的要因から成る。（１）は①育児

予算,②教育費,③部屋数,④育児休暇,⑤ワー

ク・ライフ・バランス,⑥保育サービスの不足等,

（２）は①’出生意欲,②’ ワーク・ライフ・バランス

と夫婦関係,③’夫の育児・家事手伝いと夫婦関

係,④’会話時間と夫婦関係,⑤’夫婦関係満足

度,⑥’夫への精神的信頼度,⑦’夫への経済的

信頼度等,である。 

欧州諸国では，政府･自治体がより多くの人に

ワーク・ライフ・バランスが可能となる方式を取っ

てきた結果，少子化傾向に歯止めをかける結果

となった(⑤)。その為か，（１）内面的要因と（２）

外面的要因についての部分的な研究は散在す

るものの体系的に必要十分条件として分析した

ものは見当たらない。わが国や韓国，南欧では，

家庭と仕事の両立度が著しく低い習慣があるた

め，ワーク・ライフ・バランスの達成は困難である。

そのため，出生率に及ぼす各要因の分析が急

務となってきたのである。 

出生率と外面的・内面的各要因についての

先行研究の進展度は以下のとおりである（上記

区分分けの数値を添書き）。外面的要因が挙げ

られてきている中で，永井（1997）は，養育･教育，

住宅の費用について，子どもが多くなるに従っ

て一人当たりの費用は膨らんでいくことを分析し

た（①,⑤）。田中（2008）は，児童手当制度は，

2000 年から 2007 年の間に度重なる改正が行わ

れたが，その給付増額分は世帯全体の生活安

定のために使われているとした(（1）①）。 

木下(2004)は夫の家事参加度が妻の夫婦満

足度を高めるという結果を出した(③’)。この結婚

満足度(⑤’)について，(Frisco and Williams 

2003；Greenstein 1996;Lavee et al, 2002;末盛･

石 原  1998) は 家庭内分業の あ り 方に ，

Kalmijn(1999)は夫の育児不参加に結びついて

いることを示した(③’)。わが国の永井（2002）は

夫の育児分担度が高いと夫婦満足度と出産意

欲の低下を緩和することを示した(③’)。また，永

井（2000）は，夫の年収・預貯金・有価証券の額，

夫や妻の学歴の高さが夫婦満足度を高めること

を示した(⑤’,⑦’)。Ono（1998）は有業の妻の間

では夫の収入は離婚率に影響しなく，専業主婦

の場合は影響する こ と を示した ( ⑦ ’ ) 。 

(VanLaningham 2001)は，結婚満足度は結婚継

続年数とともに減少し，上向きに転じることは無

いという結果を発表した(⑤’)。 

山口（2005,2006）は（1) 外面的要因と（２） 

内面的要因のほとんどについて，出生率との相

関関係を明らかにした。山口（2005）によると，既

婚女性では出生意欲が子供の出生数に大きく

影響を及ぼしていること①’を，夫の役割（③’），

夫婦の会話(④’)による「悩みや楽しいこと」の共

有体験，育児休暇制度④，教育費･養育費負担

等の育児予算(1)①②から説明した。山口

（2006）ではさらに出生意欲をⓐ妻による夫への

夫婦満足度(⑤’)，ⓑ夫への精神的信頼度(⑥’)，

ⓒ夫への経済力信頼度(⑦’)から説明し，ⓐに

及ぼす要因をⅰ)マイナス要因として（以下，

（－）と表示）結婚継続年数，ⅱ）夫婦の休日共

有時間の総計，ⅲ）（－）夫の失業，ⅳ）世帯の

預貯金・有価証券額ⅴ）夫の収入の要因を挙げ

た。ⓑにはⅵ）ワーク・ライフ・バランス（⑤，②’

に関する要因として「共有生活活動数」「夫婦の

平日会話時間」「夫婦の休日共有時間」「夫の育

児負担割合」（③’）であることを挙げた。 

ⓒには，「収入」「夫の共有生活活動数」

「（－）夫の失業」「夫婦の平日会話時間」「世帯

の預貯金･有価証券」「中小企業と大企業，官庁

間での就業移動」を挙げた。 



筆者の研究成果は，平成国際大学内発表会

（佐藤,2006）では，少子化の原因を，「女性の高

学歴化と仕事の両立」「保育施設・幼稚園施設

の未整備」「経済的な不安定性」「核家族化」「晩

婚化・非婚化」「価値観の変化」「経済的・精神的

負担の増大」に求めた（主として（1）外面的要因

に属する）。佐藤,他（2006）での、「出生率と女

子労働力率との関係」「出生率と可処分所得の

関係」の実証分析で，出生率と女子労働力率と

の関係を年齢階級別にみると，35 歳までは正の

関係が見られるが，出生率と可処分所得の関係

では 30 歳を境に減少から上昇に転じるという結

果を得た。佐藤（2007a）では，出生率と育児施

設の関係で，子を持つ女性の就業は職種も時

間帯も多様化しているが，それに応える民営の

認可外施設では，公的施設と比較して，保育内

容の低下，保育の問題があることを指摘した。佐

藤（2007b）では，出生率と結婚の関係で，独身

者が結婚できないのは「適当な相手にめぐり合

わないから」が主な原因であり，その背景には，

勤労者の就業時間の長さや雇用が不安定な若

者や無職者が増加していることを挙げた。佐藤,

他（2007）の文教協会研究助成によるアンケート

では，夫の家事・育児手伝いがあれば，夫婦仲

はよくなり，出生意欲が湧く等のデータを得た。 

先行論文とこれらの結果を踏まえて，（１） 外

面的（２） 内面的各要因は，確かに出生率にプ

ラス・マイナスの影響を与えているということには

うなずけるが，それらの要因を単独又は複数で

一律に改善させても，どこの夫婦も出生意欲を

増大させるとは必ずしも言えないのではなかろう

か。例えば，部屋数が少ないからといって，ある

いは育児休暇が不十分だからといって，これら

を単独であるいは２つを同時に改善させる施策

を講じたとしても，部屋数ではなく保育施設・幼

稚園施設の充実を望む家庭もあれば，育児休

暇よりも仕事と育児の両立を目指す女性も少な

くない。 

したがって，各家族・地域の状況を調査した

上で，各家族・地域が望むことを，ケースバイケ

ースで，分析しなければならない。続いてそれに

伴う要因を把握する必要がある。 

このような背景を踏まえ、本研究は，先行研究

の十分条件として，ケースごとに，何がどの程度

どういう順番で必要なのかをアンケート調査から

分析するものである。  
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２．研究の目的 

少子化が進行している近況において，出生率

にプラス・マイナスで及ぼす要因が明らかになっ

てきている。本研究は先行研究で明らかにされ

た諸要因について，十分条件が成り立つのかど

うかの検証を第１の目的とする。成り立たないの

であれば，プラスにするためにその要因は他の

どのような要因が必要なのかをケースバイケース

で分析し，その要因に付随する要因はどの程度

どの順番で必要なのかの分析を第 2の目的とす

る。この結果を各家族・各地域に当てはめること

を第３の目的とする。例えば，出生率を引き下げ

る要因には，部屋数の少なさが関係している。

十分条件として，部屋数を増やしさえすれば出

生率が上がるのかをまず検証する。もし，部屋数

を増やしただけでは，夫婦が子どもを増やそうと

思わないのであれば，他にどのようなことがどの

順番でどの程度必要なのかを分析し，それを各

家族・各地域の状況に応じて当てはめる。 

 
３．研究の方法 

【具体的計画】 先行研究では，出生意欲・出生

数といった被説明変数に対して，（１）,（２）で挙

げた説明変数が，どういう影響を与えるのかは明

らかにされている。 

A) 本研究では，個票によるアンケートをもと

に，これらの説明変数の１つが充実すれば，必

ず，出生意欲が高まり，出生数が増加するのか

を，育児予算,部屋数,育児休暇,ワーク・ライフ・

バランス，ワーク・ライフ・バランスと夫婦関係,夫

の育児・家事手伝いと夫婦関係等，一つ一つを

取り上げて検証する。 

 A）の結果を土台に，B-１),B-2)では以下の分

析を個票によるアンケート調査をもとに行う。 

B-１) １つの説明変数がプラスに影響を及ぼ

す場合， B-１-１）その要因だけで出生数の増

加に影響を及ぼすのか，B-１-2）プラスの影響

ではあるが，出生数増加にまでは影響を及ぼさ

ない場合，他にどのようなことが追加的に必要な

のかを探る。そして，B-１-１）の場合にはどの程

度の影響を及ぼすのか, B-1-2）では，他の要因

はどの順番でどの程度必要なのかを分析する。 

B-2) 1 つの説明変数がマイナスに影響を及

ぼす場合，B-2-1) 他にその説明変数をプラス

に変えることができる代替要因はあるのかどうか

を分析し，B-2-2) 続いて，B-１-１）と同様にそ

の要因だけで出生数の増加に影響を及ぼすの

か，B-2-3) 及ぼさないとしたら，他にどのような

ことが必要なのかを探り，どの順番でどの程度必

要なのかを分析する。 

C-1） 以上の結果を用いて，個票によるアン

ケートで求めた様々のケースをいくつかの種類

に分類する。その分類された 1 つ 1 つのケース

を満たす方法を B）中の手順に沿って検討する。

C-2）分析上求めたその結果が正しいのかどうか

を，アンケートで調査し確信を得る。 

D） 各地域（市町村単位）において，上で説

明変数としてきた要因，「核家族化」「各家庭の

部屋数」「育児予算」「育児休暇」「保育施設・幼

稚園施設の整備状況」「ワーク・ライフ・バランス」

「女性の高学歴化」「経済的な不安定性」等がど

ういう状況なのかを把握すれば，出生数を上げ

るには，①第 1要因として何がどれだけ必要で，

②他に必要な要因は何がどの程度なのかを示



すことができる。 

【具体的方法】 

A） 先行研究で証明された各説明変数の影

響が十分条件であるかどうかを個票によるアンケ

ート調査で調べる。この調査はアンケート調査会

社に依託して行う。予算に制限が伴うため，出生

率が高い地域から低い地域を順番に並べ，そこ

から 10 地域程度を選んで行う。計量ソフト

「Stata」により，クラスター分析を行い，説明変数

間で似たものどうしを分類し，説明変数の数を絞

る。ロジット分析により，各説明変数と被説明変

数への相関関係の有無しで，十分条件が有る

かどうかの結果を出す。 

次に，B-１）と B-2)について個票によるアンケ

ート調査を調査会社に委託して行う。B-１）の場

合，その要因だけによる出生数の増加への影響

（B-１-１），出生数増加にまでは影響が不十分

な場合での必要性の考察（B-1-2）について，ア

ンケート調査する。そのデータから，どの順番で

どの程度必要なのかを「Stata」のクラスター分

析・ロジット分析を行う。B-2) については，マイ

ナス相関の説明変数のプラス変数への代替性

の可否（B-2-1）をみて，その要因だけによる出

生数増加への影響（B-2-2)，不可の場合の他の

追加的な要因の検索のアンケートであるが，計

量ソフト「Stata」のクラスター分析・ロジット分析に

より求める。 

C-1） アンケート調査で求めた様々なケースを

クラスター分析でいくつかの種類に分類する。そ

の 1 つ 1 つの種類を満たす内容と方法を，そこ

までの計量分析の結果から検討する。C-2） い

くつかの種類に分類して，それらを満足させる方

法は，正しいのかどうかを，個票によるアンケート

により行う。得られたデータを整理・分析して結

果を出す。 

D） 各市町村について，「核家族化」「各家庭

の部屋数」「育児予算」「育児休暇」「保育施設・

幼稚園施設の整備状況」「ワーク・ライフ・バラン

ス」「女性の高学歴化」「経済的な不安定性」等

の状況を白書・文献，インタビューで調べる。そ

して，出生数を上げるための必要なことはどの順

番でどの程度なのかを分析し，その結果を提示

する。 

 市町村レベルで求めた結果を，都道府県別に

特徴を出し，それらの対策を検討する。 

 
４．研究成果 

研究計画の（１）（２）ともに、A)については先

行研究で明らかにされていることを確認した。以

下 B)についての結果を示す。出産意図に与え

る要因で、現実的な選択肢では（全年齢では）

影響せず、代替的な選択肢がある場合、有意に

なるのは、20～39歳の妻の配偶者(夫）に対する

家事が該当する。 

 

その他、以下の要因について有益な知見が

得られた。妻から見た世帯収入では、現実的な

選択肢の方が影響し代替的な選択肢では有意

ではなかった。これは 20～29 歳では、仮定的に

代替選択肢があれば子供を持ちたいというので

はなく現実的に世帯収入がなければその意図

が生じないことを意味する。30～39 歳ではマイ

ナスの符号がついており、現実的にもう一人子



供を持つためには一層の費用がかかるため、そ

れが大きい程収入を上げなければならないこと

を意味する。この結果は、先行研究の結果を追

認するが、20～29 歳と 30～39 歳では費用の面

から事情は異なっていることを示唆した。20～29

歳では世帯収入が多い方が出産意図をもたら

す（追認）が、30～39 歳では費用がかさみ収入

を上げなければならないこと（異なる事情）が出

産意図を下げるという結果になっている。 

部屋数・スペースについては、現実的選択肢

を用いた分析方法では 20～29 歳で、妻に有意

であり、代替的選択肢を用いた妻には有意では

なかった。子育てのためには実現できるかどうか

分からない代替選択肢では当てにならず、現実

的にスペースが必要であることを示している。 

現実的選択肢と代替的選択肢の両方で有意

となった変数が検出された。精神的・肉体的負

担の軽減である。この要因は、現実と仮定（代替

的選択肢で叶えられること）とを区別することに

は意味がなく、どちらも、精神的・肉体的負担の

軽減は出産意図に必須であるといえる。 
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